様式第１号（第４条関係）
　　　　年　　　月　　　日

名張市長　　　　　　　　宛て

申　請　者：住　　所　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
及び代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　印
連　絡　先　　　　　　　　　　　　　　　　
共同設置者：住　　所　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
及び代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　印
連　絡　先　　　　　　　　　　　　　　　　
(共同設置の場合、適宜追加してください。)
氏名を自署する場合においては、押印を省略することができます。
名張市鳥獣害防止対策事業補助金交付申請書
年度において、名張市鳥獣害防止対策事業補助金の交付を受けたいので、名張市鳥獣害防止対策事業補助金交付要綱（平成３１年名張市告示第３０号。以下「要綱」といいます。）第４条の規定に基づき、下記のとおり申請します。なお、当該補助金の交付を受けた場合は、名張市補助金等の交付に関する規則（昭和４４年名張市規則第４号。以下「規則」といいます。）及び要綱の規定の内容に同意し、当該規定の内容及び裏面に記載した事項を遵守することを誓約します。
記
１．補助事業費の額　　　　　　金　　　　　　　　　　　円
２．補助金交付申請金額　　　　金　　　　　　　　　　　円
３．補助事業の概要及び効果
４．添付書類
（１）名張市鳥獣害防止対策事業計画書（要綱様式第２号）
（２）規則第５条第１項第２号の収支予算書

（３）見積書の写しその他補助対象経費の算定のために必要な資料

（４）防止柵を設置する場所を表示した図面
（５）委任状（要綱様式第３号）（２人以上の共同で設置する場合に限ります。）
（裏面）
誓約事項
１　この申請書及び添付書類「名張市鳥獣害防止対策事業計画書」、「収支予算書」等の内容に、虚偽の事項はありません。偽りその他不正の行為を行ったときは、交付を受けた補助金を返還します。
２　交付された補助金は、決定を受けた鳥獣害防止対策事業の用途以外には、使用しません。
３　決定を受けた鳥獣害防止対策事業に要する経費の額の変更又は当該鳥獣害防止対策事業の内容の変更、中止若しくは廃止をする場合は、要綱第６条第１項の規定による申請を行います。
４　決定を受けた鳥獣害防止対策事業（防止柵の設置）が完了したときは、その完了の日の翌日から起算して２０日を経過する日又は当該完了の日の属する年度の末日のいずれか早い日までに、要綱第７条に規定する完了実績報告を行います。
５　前項の完了実績報告に基づき、要綱第８条第１項の規定により交付すべき補助金の額が確定した後に、同条第２項の規定による請求を行います。
６　要綱第８条の現地調査及び規則第２４条の規定に基づく立入検査等について、名張市長又はその補助機関である職員の求めがあったときは、これに応じるほか、名張市長又はその補助機関である職員の指示に従います。
７　要綱第９条の規定に基づき、設置した防止柵の効果が長期間にわたり最大限発揮されるよう適切な維持管理に努めるものとします。
８　第１項に定めるもののほか、規則若しくは要綱又はこの誓約事項に違反した場合において、名張市長から補助金の返還を求められたときは、それに応じます。
